２０１０年の展望（抱負）

　２００９年の回顧で今年の展望にもふれたので、この「２０１０年の展望（抱負）」は少し簡単にしたいと思います。
　まず、「緑の分権改革」です。あらゆる分野でこの考え方を実行していけるならば、これからの日本社会の展望が開けると思っています。経済・社会のいろいろな面で我々が今まで価値だと思ってきたことを逆に考えてみる、つまり「ものづくり生命文明機構」が提唱する逆ビジョンと同じことではないかと考えています。浪費ではなく、節約。大量・安価ではなく、少量・多品種・価値に見合った適正な価格。なんでもお金で解決するのではなく、まずは自分たちでやってみる。ものに恵まれた生活より、ものは最小限にして心の満足を得られる暮らし。ただお金を増やすのではなく、世の中のために貢献し心の満足を感じられるようにお金を上手に使う。既製品ではなく、手作りの価値を評価する。早くではなく、ゆっくりと。大型観光ではなく、エコツーリズム。使い捨てではなく、再生・リサイクルして大切に使う。新しいものばかり求めるのではなく、古いものを大切にする。マスプロ教育ではなく、心の通う教育をめざす。偏差値型の秀才よりも、問題解決型で人間味のある人材を育てる。これらはほんの一例ですが、すべてをこういう具合に考えていけばいいのだと思います。（ただし、倫理、道徳、宗教などの面はちょっと違うかもしれませんので要注意です。）そのために法律の規制を緩和したり、逆に法律で新たな仕組みをつくったりするのが、国の仕事だということです。
　人材育成では、「地域力創造と地域おこしのヒント」連続１０時間講座を企画しています。すでに、４月１０日からの関西学院大学、８月２８日、２９日の山梨県市町村研修所、５月から７月頃の政策研究大学院大学での実施が決まっているほか、沖縄、宮崎、山陰、京都、北海道などでも検討していただいています。小西左千夫先生、安田喜憲先生、菅原文太さん、岡本全勝君（前総理秘書官）などのゲストスピーカーにも適宜参加してもらうことにしています。今月中には一応全国に向けて開催希望を募ろうかと思っています。地域経営塾も年明けからフル稼働します。１月には幕張の市町村アカデミー、宮城県市町村職員研修所、埼玉県市町村振興協会で開催します。その他、個人的な講演依頼もすでにたくさんいただいています。これらのほか、TOSSの先生方と連携して行う小中学校のまちづくり教育、地域実践活動による教育研究を実施している大学の先生方と連携した地域づくり、NPOと共同して行う人材育成などに取り組み、最終的にはあらゆる年代、あらゆる職種に属する人を対象にした地域づくりのための人材育成プログラムを提唱しようと考えています。そして、本格的な地域主権時代に向けて、これらの人材を横で交流できるようにし、さらにネットワークを形成し、情報を共有して、いざという時に助け合えるシステムを作っていきたいと考えています。
　過疎対策は、年明け早々から現行過疎法の延長問題に取り組む必要があります。もちろん議員立法ですから、我々の役割はその動きをフォローし、地域からの要望を最大限盛り込んだ拡充延長法案としてまとまっていくように支援していくことです。おそらくは５年延長、ソフト対策などの拡充強化、平成１７年国勢調査をもとにした追加の地域指定などが課題になるものと思われます。
　定住自立圏構想は順調に推移していますが、さらに多くの地域で取り組まれるように制度の周知、先進事例の紹介、具体的な課題解決の方策の共有化などをやっていきたいと思います。「緑の分権改革」を実現するための有力なツールにもなるはずです。住民の方々の移動が行政圏域を越えて日常的に行われていることに関して、住民の方々が求める広域的な市町村連携を住民本位の立場に立って実現することを考えていけば、どこでも素晴らしい定住自立圏ができると思います。
　電子自治体の推進は、政権交代によってやや足踏みをしている感があります。それは、電子政府・電子自治体のあり方そのものを見直していく動きがあるからですが、経団連とのタスクフォースもできましたので、今年はそれに基づき、早急に基本方針を明確にして、公的個人認証基盤のより便利な使いやすいシステムへのバージョンアップなど必要な事業に取り組んでいかなければならないと考えています。自治体クラウドの方はおかげさまで実証実験事業が順調に進んでいますので、今後はこれをできるだけ多くの自治体に拡大していかなければなりませんが、市町村同士での新たなシステム導入に際しての共用の問題など、今後取り組んでいかなければならない課題も多いものと考えています。
　民主党政権になり、政官財の癒着をなくし、政治家が責任をもって政策を決定することとされ、これまでのように官僚が政治の世界にどっぷりと浸かって利害調整をし、政策決定に関与するということはなくなりそうです。その代わり、官僚は政策を科学的に研究し、複数の選択肢を立案する役割を担うことになり、その際に、これまでできなかった現場を自分たちの目で確認して検討するということが必要になるだろうと思われます。つまり、われわれは学問の世界と現場主義の世界に近づいていかなければならないはずです。
　私は、もともと現場主義を唱え、それを実践してきているつもりですが、今後ともその信念を貫いていきたいと考えています。また、ゆとりのできた時間を学問の世界との接点を求めて使っていきたいと思います。定年まであと４年ちょっとですが、自分の見定めたライフワークである地域おこしとそのための官民を含めた人材育成に取り組むとともに、こういった現場実証や学問の世界との交流に時間を費やしていきたいと思っています。
